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歳
出
の
決
算
内
容
を
見
て
み
ま
し
ょ
う

（
【
表
５
】
【
グ
ラ
フ
４
】
を
参
照
）
。

　

総
務
費
で
は
、
自
然
災
害
に
よ
る
被
害

を
予
測
し
危
険
な
場
所
や
避
難
場
所
な
ど

を
地
図
上
に
表
し
た
防
災
マ
ッ
プ
の
作
成

や
西
胆
振
地
域
の
自
治
体
に
よ
る
共
同
電

算
導
入
の
可
能
性
に
関
す
る
調
査
研
究
な

ど
を
行
い
ま
し
た
。

　

民
生
費
で
は
、
障
害
福
祉
費
に
つ
い
て

障
が
い
の
あ
る
方
が
地
域
で
安
心
し
て
暮

ら
せ
る
社
会
の
実
現
を
目
指
す
『
障
害
者

自
立
支
援
法
』
が
平
成　

年
４
月
１
日
に
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施
行
さ
れ
ま
し
た
の
で
、
こ
の
趣
旨
に
沿

っ
た
事
業
を
行
っ
た
ほ
か
、
少
子
化
対
策

に
重
点
を
置
い
た
、
幌
別
西
児
童
ク
ラ
ブ

の
開
設
や
保
育
所
で
一
時
保
育
な
ど
を
行

い
ま
し
た
。
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【市税】
　個人市民税、法人市民税、固定資産
税、都市計画税、軽自動車税、市たば
こ税、入湯税などがあります。
【地方交付税】
　全国の地方公共団体間の財政的な不
均衡を調整して、どこに住んでいても
標準的な行政サービスや基本的な社会
資本が提供できるように財源を保障
（所得税・法人税・酒税などの国税５
税の一定割合を、地方公共団体に配
分）する制度で、地方の固有財源です。
　また、地方公共団体が借り入れた特
定の市債の元利償還金についても一定
の割合で地方交付税に算入するという
仕組みもあります。
【三位一体の改革】
　国庫補助負担金の改革、税源移譲を
含む税源配分の見直し、地方交付税の
改革の三つを同時かつ一体的に行おう
とする地方税財政制度の改革です。
�国庫補助負担金の改革 
　国から地方への補助金や負担金のあ
　り方の抜本的な見直し。
�地方交付税の改革
　地方への交付税総額の抑制。
�税源移譲を含む税源配分の見直し
　補助金減額相当分を国から地方に税
　源移譲。
【退職手当債】
　戦後の第一次ベビーブームで生まれ
た『団塊の世代』の大量退職などに伴
う退職手当の大幅な増加に対処するた
め、定員・人件費適正化計画を定め、
総人件費の削減に取り組む団体に対し
発行が認められる市債です。

増　　減平成１８年度平成１７年度費　　目

△　０．４億円９．６億円１０．０億円総　務　費

△　３．３億円５２．０億円５５．３億円民　生　費

０．３億円１１．９億円１１．６億円衛　生　費

△　０．９億円２．２億円３．１億円商　工　費

△３３．４億円１９．９億円５３．３億円土　木　費

△　０．３億円０．８億円１．１億円消　防　費

０．４億円９．７億円９．３億円教　育　費

１．０億円３１．３億円３０．２億円公　債　費

△　０．５億円４２．７億円４３．２億円給　与　費

１．８億円５．１億円３．３億円そ　の　他

△３５．２億円１８５．２億円２２０．４億円合　　計

【表５】平成１８年度決算（一般会計）の歳出内訳
（前年度比較）

※その他には、議会費、労働費、農林水産業費が含ま
　れています。
※表示単位未満を四捨五入しているため、積み上げ額
　が一致しない個所があります。
※６�財政用語解説③を参照。

【グラフ４】一般会計歳出全体に占める割合
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世
代
間
の
負
担
を
公
平
化
す
る
機
能

　
　

建
設
し
た
施
設
な
ど
は
、
後
世
の
市

　

民
も
利
用
す
る
こ
と
か
ら
、
将
来
に
わ

　

た
っ
て
市
債
を
償
還
す
る
こ
と
で
世
代

　

間
の
負
担
を
公
平
に
す
る
と
い
う
役
割

　

を
果
た
し
て
い
ま
す
。

　

市
債
は
、
前
年
度
と
比
較
す
る
と
、
約

１
億
６
千
万
円
減
り
、
３
年
連
続
で
減
少

し
ま
し
た
。

　

平
成　

年
度
は
、
団
塊
の
世
代
に
あ
る

18

市
職
員
の
大
量
退
職
に
よ
る
財
政
負
担
を

緩
和
す
る
た
め
、
退
職
手
当
債
（
財
政
用

語
解
説
②
を
参
照
）
を
２
億
３
千　

万
円

440

借
り
入
れ
ま
し
た
が
、
臨
時
財
政
対
策
債

が
７
千　

万
円
減
少
し
た
こ
と
や
厳
し
い

430

財
政
状
況
か
ら
建
設
事
業
を
抑
制
し
た
こ

と
な
ど
か
ら
、
市
債
は
減
少
し
ま
し
た
。

　

そ
の
ほ
か
で
は
、
繰
入
金
と
し
て
当
初

予
算
で
計
上
し
て
い
た
財
政
調
整
基
金
６

億
７
千　

万
円
と
減
債
基
金
１
億
７
千　

800

937

万
５
千
円
の
取
り
崩
し
は
、
退
職
手
当
債

の
発
行
が
年
度
の
途
中
で
認
め
ら
れ
た
こ

と
や
経
費
節
減
な
ど
の
結
果
、
財
政
調
整

基
金
は
こ
れ
を
や
め
、
減
債
基
金
は
２
千

　

万
５
千
円
に
と
ど
め
る
こ
と
が
で
き
ま

937し
た
。

　

今
後
、
市
の
財
政
状
況
は
、
就
労
人
口

の
減
少
に
伴
う
市
税
収
入
の
減
少
や
高
齢

者
人
口
の
増
加
に
伴
う
扶
助
費
の
増
加
、

公
債
費
の
増
加
な
ど
に
よ
っ
て
、
ま
す
ま

す
厳
し
く
な
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
ま
す
の

で
、
こ
れ
に
備
え
、
で
き
る
だ
け
基
金

（
市
の
貯
金
）
を
取
り
崩
さ
な
い
よ
う
に

努
め
な
く
て
は
な
り
ま
せ
ん
。


